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研 究 背 景 
 国（内閣府）は大規模な自然災害に対応した
「災害時多目的船(病院船)」(平成3年～25年)を
検討することで、その有用性や重要等について認
識を深めてきた。あわせて船舶であることのデメ
リットも確認されてきた。 
一方、浮体式構造物(メガフロート)の実用化技術 

は世界最先端であるが、利用面については停滞し 

普及していない｡ 

このため、病院船導入における課題を浮体構造物 

の活用により解消することを目指して構想概念を 

構築し、日本の独自技術普及のための新たな視点 

を提案する。 

 
 

(日経新聞24年2月18日) 



災害時多目的船の検討概要 
（内閣府平成3年～平成２５年） 

・病院船の現状及び災害医療における病院船の  

 位置づけを整理。 

・海からのアプローチ機能を7機能に整理。 

・病院船を医療内容により急性期型・慢性期型・  

 総合型の３タイプに分類。 

・費用試算、導入に係る制約・課題、平時活用 

 の可能性、民間資金等の活用可能性等の検討。 

・医療モジュールの活用による海からのアプ 

 ローチも検討。 



災害時多目的船に具備する7機能  



わが国の医療機能具備船の現状と課題 

現状 
• 病院船保有国：米国・英国・フランス・スペイン・ロシア・中国。 
• 海上自衛隊（輸送艦、補給艦等）12隻、海上保安
庁（災害対応型巡視船）2隻に手術台･病床が整備。
瀬戸内海には巡回診察船「済生丸」が就航中。 

課題 
• 要員の確保 
• 事前の体制整備 
• 船内での医療行為の制約 
• 海からのアプローチに伴う制約 

 



病院船導入における総括 

• 病院船は総合型・急性期型・慢性期型の3タイプ。
建造費 140億~350億円､維持・運用費 9億~25億円 

• 被災地への早期到着(72ｈ以内)が要され2隻配備。 
• 多義にわたる要員を迅速に確保 
• 被災地の港湾(壊滅)への着岸は困難、沖合停泊。 
• 平時活用が困難。(災害医療訓練船として活用可) 
• 医療モジュールを民間船に搭載し活用。 
• 医療スタッフ確保、陸上医療機関との役割分担。 



東日本大震災･津波による港湾被害 
2011/4/9･10 









メディフロートの構想提案 

①船舶では着岸できない被災港湾内に進入できる。 

②船舶法等の規制を受けず、平常時の維持運用費 

 を軽減できる。 

③船舶は収容できる負傷者が限られる。 

④急性疾患・慢性疾患及び避難所生活での生活不 

 活性病への対応並びにメンタルヘルスケアに対 

 応できる。 

⑤情報管理･通信体制･指揮系統･物資輸送の機能。 

⑥医療モジュールの活用。 

⑦メディフロートは、セフティネットを構築 

 



病院船とメディフロートの比較  





被災地における医療活動円滑化ための視点 
 

・平常時は自然災害に対する海からのアプローチのシン 

 ボル的役割(存在が精神的安心感をもたらす)。 

・被災地における災害拠点病院の補完的機能。 

・被災地における医療支援活動拠点機能。 

・自然災害時以外の緊急医療処置要請対応機能。 

             （伝染病等隔離施設利用） 

・医療機器の滅菌や医療用水生産，医療廃棄物処理機能。 

・自己完結型クローズド･エコシステム設備系統機能。 

 










本施設内に病床50床。ICU、手術室、バイオクリーン感染症処置室、処置室、休憩
室、シャワー便所、風呂、調剤室、スタッフ宿泊室を設置。被災状況に応じてコンテ
ナ型医療モジュール（自衛隊仕様）を210基程搭載可能。 
被災現場移動後、医療モジュールを陸域に配置し仮設型医療コミュニティ形成。 
ヘリパッド3基を備え、既存のコンテナ船をサプライ船として活用し、医療コミュニティ
を臨機応変に拡充し、医療活動支援する。 
エネルギー系統は、自律型として自然再生可能エネルギーや自家発電装置を設置
海水淡水化装置により真水の増水供給と医療用の食塩水を生成する。 



メディフロートによる新たな支援システム 



 
メディフロート構想のまとめ 

病院船構想における課題克服 
 

• 被災地の港湾への入港が迅速で容易。 
• 陸地に医療コンテナを設置することで医療設備の拡充が図りやす

い。プッシュ式支援により医療コンテナを増強できる。 
• 陸域からヘリ・LCACによる病院船への移動がなく、傷病者の負担が

少ない。また、ストレッチャーの搬出入が比較的容易。 
• バージのため、船員法には抵触しない。また、平時は搭載するコン

テナを陸域に置き、慢性疾患等の治療に使用するなど、機器に慣
れる活動を行う。さらに、陸域や河川での水害被害時においても活
用できるものとする｡ 

• 移動速度が船舶と比べて遅いため、拠点を日本海側・太平洋側に
9ヶ所配備し、被災現場に36時間程度で到着するようにセフティネッ
トを形成する。 
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